
令和 2 年度

決算報告書

社会福祉法⼈ おおぞら
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計算書類に対する注記（本部拠点区分）
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計算書類に対する注記（はくちょう拠点区分）
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別紙２

１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

該当なし

（２）固定資産の減価償却の方法

・建物並びに器具及び備品－定額法

・リース資産－該当なし

（３）引当金の計上基準

２．重要な会計方針の変更

該当なし

３．採用する退職給付制度

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

（1） つばさ拠点計算書類(第一号四様式、第二号四様式、第三号四様式)

５．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円） 

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

日野市より無償譲渡された基本財産（建物）及び固定資産の減価償却分と無償譲渡された備品の受入分、

日本財団からの助成金で購入した車両と共同募金会からの助成金で購入した備品の国庫補助金等特別積立金

１，７６０，８８６円を取り崩した。

７．担保に供している資産

該当なし

（2）サービス区分が１つの拠点区分のため拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３（⑩））及び拠点区分事業活動明細書（会計基準別
紙３（⑪））は省略している。

計算書類に対する注記（つばさ拠点区分用）

建物

正規職員については、社会福祉施設職員等退職手当共済法の規定に基づき、独立行政法人福祉医療機構が定める退職手
当共済契約により、退職手当を支給する。

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

50,853,963 3,697,39511,387,500 58,544,068

・賞与給付引当金－給与規程における賞与の支給対象期間の定めにしたがい、決算後最初に支給する賞与(６月）の見込額
を支給対象月数(６カ月）で除したものを令和２年度期間における期末までの支給対象月数(４カ月）で乗じて計算し計上。

合計 50,853,963 58,544,06811,387,500 3,697,395
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８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

建物

構築物

機械及び装置

車両運搬具

器具及び備品

ソフトウェア

リサイクル預託金

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（単位：円）

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１１．重要な後発事象

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び 純資産の状態を明らかにするために必要な事項

11,069,822

前払費用 6,380 0 6,380

合  計 11,069,822 0

合計

10,736,658

106,801,558 42,325,061 64,476,497

8,215,142 2,521,516

10,569,918 9,278,221 1,291,697

54,850 0 54,850

3,586,964 2,762,567 824,397

4,519,074 4,519,069 5

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

1,489,158 249,196 1,239,962

1,375,500 1,375,498 2

債権の当期末残高

事業未収金 11,063,442 0 11,063,442

債権額 徴収不能引当金の当期末残高

該当なし

建物（基本財産） 74,469,436 15,925,368 58,544,068
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別紙２

１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

該当なし

（２）固定資産の減価償却の方法

・建物並びに器具及び備品－定額法

・リース資産－該当なし

（３）引当金の計上基準

２．重要な会計方針の変更

該当なし

３．採用する退職給付制度

４．拠点が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1) やまばと拠点計算書類(第一号四様式、第二号四様式、第三号四様式)

(2) 拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙３（⑪））

ア やまばと地域活動支援事業

イ やまばと相談支援事業

（3）拠点区分資金収支明細書（会計基準３（⑩））は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円） 

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

日野市より無償譲渡された基本財産（建物）及び固定資産の減価償却分と無償譲渡された備品の受入分の国庫補助金等

特別積立金１，６１５，２９７円を取り崩した。

７．担保に供している資産

該当なし

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

車両運搬具

器具及び備品

・賞与給付引当金－給与規程における賞与の支給対象期間の定めにしたがい、決算後最初に支給する賞与(６月）の見込額を
支給対象月数(６カ月）で除したものを令和２年度期間における期末までの支給対象月数(４カ月）で乗じて計算し計上。

正規職員については、社会福祉施設職員等退職手当共済法の規定に基づき、独立行政法人福祉医療機構が定める退職手当
共済契約により、退職手当を支給する。

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

39,786,897建物 30,339,230 11,706,500 2,258,833

合計 30,339,230 11,706,500 2,258,833 39,786,897

建物（基本財産） 51,540,340 11,753,443 39,786,897

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物 7,721,630 3,661,281 4,060,349

3,805,000 3,804,998 2

46,652,951

4,834,724 4,023,887 810,837

ソフトウェア 4,058,316 2,063,450 1,994,866

計算書類に対する注記（やまばと拠点区分用）

合計 71,960,010 25,307,059
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９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（単位：円）

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１１．重要な後発事象

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び 純資産の状態を明らかにするために必要な事項

0

0

0

債権の当期末残高

1,333,658

6,380

1,340,038

債権額 徴収不能引当金の当期末残高

事業未収金 1,333,658

合  計 1,340,038

前払費用 6,380

該当なし
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別紙２

１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

該当なし

（２）固定資産の減価償却の方法

・建物並びに器具及び備品－定額法

・リース資産－該当なし

（３）引当金の計上基準

２．重要な会計方針の変更

該当なし

３．採用する退職給付制度

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1) 障害児放課後クラブ拠点計算書類(第一号四様式、第二号四様式、第三号四様式)

５．基本財産の増減の内容及び金額

該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

７．担保に供している資産

該当なし

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

その他の固定資産 23,410 0 23,410

・賞与給付引当金－給与規程における賞与の支給対象期間の定めにしたがい、決算後最初に支給する賞与(６月）の見込額を支給対
象月数(６カ月）で除したものを令和２年度期間における期末までの支給対象月数(４カ月）で乗じて計算し計上。

車輌運搬具 6,523,849 3,117,125 3,406,724

建物 2,832,7223,380,000 547,278

器具及び備品

ソフトウェア

合 計

当期末残高

184,079

1,186,610

7,633,545

減価償却累計額取得価額

845,594

3,514,361

14,287,214

661,515

2,327,751

6,653,669

計算書類に対する注記（障害児放課後クラブ拠点区分用）

正規職員については、社会福祉施設職員等退職手当共済法の規定に基づき、独立行政法人福祉医療機構が定める退職手当共済
契約により、退職手当を支給する。

（2）サービス区分が１つの拠点区分のため拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３（⑩））及び拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙３
（⑪））は省略している。
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９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

（単位：円）

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１１．重要な後発事象

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び 純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

3,508,471

0

徴収不能引当金の当期末残高

事業未収金 3,508,471

合  計 3,508,471 0

債権額 債権の当期末残高

3,508,471
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別紙２

１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

該当なし

（２）固定資産の減価償却の方法

・建物並びに器具及び備品－定額法

・リース資産－該当なし

（３）引当金の計上基準

２．重要な会計方針の変更

該当なし

３．採用する退職給付制度

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1)しえろ拠点計算書類(第一号四様式、第二号四様式、第三号四様式)

５．基本財産の増減の内容及び金額

該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

７．担保に供している資産

該当なし

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

計算書類に対する注記（しえろ拠点区分用）

正規職員については、社会福祉施設職員等退職手当共済法の規定に基づき、独立行政法人福祉医療機構が定める退職手当共済
契約により、退職手当を支給する。

（2）サービス区分が１つの拠点区分のため拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３（⑩））及び拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙３
（⑪））は省略している。

器具及び備品

ソフトウェア

合 計

当期末残高

1,724,799

1,507,940

15,148,366

減価償却累計額取得価額

1,796,916

1,624,040

15,662,166

72,117

116,100

513,800

・賞与給付引当金－給与規程における賞与の支給対象期間の定めにしたがい、決算後最初に支給する賞与(６月）の見込額を支給対
象月数(６カ月）で除したものを令和２年度期間における期末までの支給対象月数(４カ月）で乗じて計算し計上。

車輌運搬具 1,825,000 152,083 1,672,917

建物 401,266408,100 6,834

9,833,334

リサイクル預託金 8,110 0 8,110

長期前払費用 10,000,000 166,666

79



９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

（単位：円）

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１１．重要な後発事象

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び 純資産の状態を明らかにするために必要な事項

令和２年３月１日よりグループホーム事業を開始した。

前払費用 550,000

未収補助金 1,588,500

債権額 債権の当期末残高

2,478,258

1,588,500

徴収不能引当金の当期末残高

事業未収金 2,478,258

合  計 4,616,758

0

0

550,000

4,616,758

0

0
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